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１ 【四半期報告書の訂正報告書の提出理由】

当社は、第109期（自　2018年４月１日　至　2019年３月31日）において出資を行った匿名組合２社（太陽光発電関

連の投資事業組合）について、支配力基準の適用を見直した結果、当該匿名組合を子会社に含めることがふさわしい

ものと判断いたしました。これを踏まえて改めて会計監査人と重要性の観点から連結の範囲を協議しました結果、匿

名組合２社を連結子会社とすることが適切であると判断し、第109期第２四半期（自　2018年７月１日　至　2018年９

月30日）から新たに連結財務諸表を作成する必要が生じました。

これらの決算訂正により、当社が2019年８月９日に提出いたしました第110期第１四半期（自　2019年４月１日　

至　2019年６月30日）に係る四半期報告書の一部を訂正する必要が生じましたので、金融商品取引法第24条の４の７

第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出するものであります。

なお、新たに作成した四半期連結財務諸表については、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けてお

り、その四半期レビュー報告書を添付しております。

　

２ 【訂正事項】

第一部　企業情報

第１　企業の概況

１　主要な経営指標等の推移

２　事業の内容

第２　事業の状況

１　事業等のリスク

２　経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

３　経営上の重要な契約等

第４　経理の状況

１　四半期連結財務諸表

独立監査人の四半期レビュー監査報告書

　

３ 【訂正箇所】

訂正箇所は　　を付して表示しております。ただし、「第４経理の状況 １ 四半期連結財務諸表」について

は、　　を省略しております。

なお、訂正箇所が多数に及ぶことから、上記の訂正事項については、訂正後のみを記載しております。
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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第110期
第１四半期
連結累計期間

第109期

会計期間
自 2019年４月１日
至 2019年６月30日

自 2018年４月１日
至 2019年３月31日

売上高 (百万円) 27,580 125,263

経常利益 (百万円) 841 2,563

親会社株主に帰属する四半期(当期)純利益 (百万円) 584 1,739

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 336 1,565

純資産額 (百万円) 24,167 24,133

総資産額 (百万円) 73,266 74,873

１株当たり四半期(当期)純利益金額 (円) 21.73 64.66

潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額 (円) － －

自己資本比率 (％) 33.0 32.2
 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．前第１四半期連結累計期間においては、四半期連結財務諸表を作成していないため、当該期の主要な経営

指標等については記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載してお

りません。

５．１株当たり四半期(当期)純利益金額の算定において、株式付与ESOP信託が保有する当社株式（第109期は

585,100株、第110期第１四半期連結累計期間は579,010株）及び役員報酬BIP信託が保有する当社株式（第

109期は229,750株、第110期第１四半期連結累計期間は229,750株）を自己株式として処理していることか

ら、期中平均株式数から当該株式数を控除しております。

 
２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営んでいる事業の内容について、重要な変更はあ

りません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

なお、前第１四半期連結累計期間においては、四半期連結財務諸表を作成していないため、前年同四半期連結累計

期間との比較分析については記載しておりません。

 
財政状態及び経営成績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、内需は積極的な設備投資や緩やかな回復基調にある個人消費

に支えられ底堅く推移するも、外需は中国向けを中心に輸出を下押しする傾向にあり、足元の景気は停滞感の強い

状況にあります。また世界経済は、米中貿易摩擦や中東情勢の緊迫化、英国のＥＵ離脱問題などの要因から、依然

として先行き不透明な状況となっております。

このようななか、財政状態及び経営成績は以下のとおりであります。

 
　①財政状態

　 (資産の部)

当第１四半期連結会計期間末における総資産は、732億66百万円となり、前連結会計年度末と比較して16億７百万

円の減少となりました。主な要因として、売上債権の減少等により流動資産が14億68百万円減少したことによるも

のであります。

　 (負債の部)

当第１四半期連結会計期間末における負債合計は490億98百万円となり、前連結会計年度末と比較して16億42百万

円の減少となりました。この主な要因は、仕入債務の減少等により流動負債が16億32百万円減少したことによるも

のであります。

　 (純資産の部)

当第１四半期連結会計期間末における純資産合計は241億67百万円となり、前連結会計年度末と比較して34百万円

の増加となりました。この結果自己資本比率は33.0％となりました。

  

　②経営成績

当第１四半期連結累計期間の売上高は、275億80百万円となりました。

売上総利益は20億31百万円、営業利益６億97百万円、経常利益８億41百万円、親会社株主に帰属する四半期純利

益５億84百万円となりました。
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セグメントの経営成績を示すと、次のとおりであります。

従来、「化学・環境事業」に含めておりました、販売先がプラントメーカー等となる発電設備補機関係のうち、

エンドユーザーが電力事業者となるものにつきまして、当第１四半期連結会計期間より、「電力事業」に組み替え

を行っております。

これは、今後、電力自由化がさらに進むことが予想される現状を踏まえ、業務管理の効率性、強化を目的とし、

社内の管理組織を見直したことに伴う変更であります。

 (電力事業)

売上高は167億13百万円となっております。また、セグメント利益は３億88百万円となりました。

 (化学・環境事業)

売上高は57億34百万円となっております。また、セグメント利益は１億66百万円となりました。

 (電子精機事業)

売上高は33億75百万円となっております。また、セグメント利益は69百万円となりました。

 (生活関連事業)

売上高は17億23百万円となっております。また、セグメント利益は60百万円となりました。

 (その他)

売上高は34百万円となっております。また、セグメント利益は11百万円となりました。

 
 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 64,000,000

計 64,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数(株)
(2019年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2019年８月９日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 28,678,486 28,678,486
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は
100株であります。

計 28,678,486 28,678,486 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2019年６月30日 ― 28,678 ― 3,443 ― 2,655
 

 

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(2019年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

2019年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 958,900
 

―
株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 27,674,300
 

276,743 同上

単元未満株式 普通株式 45,286
 

― 同上

発行済株式総数 28,678,486 ― ―

総株主の議決権 ― 276,743 ―
 

（注）１．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式64株及び証券保管振替機構名義株式78株が含ま

　　 れております。

　　　２．「完全議決権株式（その他）」の欄には、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（株式付与ESOP信託

　　口）が保有する当社株式585,100株（議決権の数5,851個）、同社（役員報酬BIP信託口）が保有する当社

　　株式229,700株（議決権の数2,297個）及び証券保管振替機構名義株式400株（議決権の数４個）が含まれ

　　ております。

 
② 【自己株式等】

2019年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
東京産業株式会社

東京都千代田区
大手町二丁目２番１号

958,900 ― 958,900 3.34

計 － 958,900 ― 958,900 3.34
 

（注） 日本マスタートラスト信託銀行株式会社（株式付与ESOP信託口）が保有する当社株式585,100株、同社（役

員報酬BIP信託口）が保有する当社株式229,700株は、上記自己株式には含めておりません。

 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

なお、当社は前第１四半期累計会計期間においては、四半期連結財務諸表を作成していないため、四半期連結損益

計算書及び四半期連結包括利益計算書の比較情報は記載しておりません。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出しております

が、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、新たに作成した第１四半期連結会計期間(2019年４月１日か

ら2019年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(2019年４月１日から2019年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2019年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 5,432 6,374

  受取手形及び売掛金 ※  37,700 ※  32,839

  有価証券 2,200 1,400

  商品 1,210 1,088

  前渡金 9,506 12,706

  その他 401 571

  貸倒引当金 △14 △14

  流動資産合計 56,436 54,967

 固定資産   

  有形固定資産 9,660 10,102

  無形固定資産 60 53

  投資その他の資産   

   投資有価証券 5,227 4,690

   その他 3,498 3,461

   貸倒引当金 △8 △8

   投資その他の資産合計 8,716 8,142

  固定資産合計 18,437 18,298

 資産合計 74,873 73,266

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 ※  8,391 ※  11,806

  受託販売未払金 23,733 15,524

  短期借入金 1,447 1,445

  未払法人税等 464 209

  前受金 10,775 14,192

  引当金 389 189

  その他 565 768

  流動負債合計 45,767 44,135

 固定負債   

  長期借入金 2,812 2,812

  引当金 240 235

  その他 1,919 1,914

  固定負債合計 4,973 4,962

 負債合計 50,740 49,098
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2019年６月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 3,443 3,443

  資本剰余金 2,822 2,822

  利益剰余金 17,009 17,288

  自己株式 △678 △675

  株主資本合計 22,596 22,878

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 1,397 1,233

  繰延ヘッジ損益 △24 △97

  土地再評価差額金 36 36

  退職給付に係る調整累計額 126 117

  その他の包括利益累計額合計 1,536 1,289

 純資産合計 24,133 24,167

負債純資産合計 74,873 73,266
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

          (単位：百万円)

          当第１四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年６月30日)

売上高 27,580

売上原価 25,549

売上総利益 2,031

販売費及び一般管理費 1,333

営業利益 697

営業外収益  

 受取利息 2

 受取配当金 152

 その他 18

 営業外収益合計 173

営業外費用  

 支払利息 9

 為替差損 19

 その他 0

 営業外費用合計 29

経常利益 841

税金等調整前四半期純利益 841

法人税等 256

四半期純利益 584

非支配株主に帰属する四半期純利益 －

親会社株主に帰属する四半期純利益 584
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

          (単位：百万円)

          当第１四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年６月30日)

四半期純利益 584

その他の包括利益  

 その他有価証券評価差額金 △164

 繰延ヘッジ損益 △73

 退職給付に係る調整額 △9

 その他の包括利益合計 △247

四半期包括利益 336

（内訳）  

 親会社株主に係る四半期包括利益 336

 非支配株主に係る四半期包括利益 －
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【注記事項】

(追加情報)

(株式付与ESOP信託に係る取引について)

当社は、当社従業員への福利厚生を目的として、従業員インセンティブ・プラン「株式付与ESOP信託」(以下、

「本信託」という。)を導入しております。

　

(１)取引の概要

当社が従業員のうち一定の要件を充足する者を受益者として、当社株式の取得資金を拠出することにより信託を

設定いたします。本信託は、予め定める株式交付規定に基づき従業員に交付すると見込まれる数の当社株式を、当

社からの第三者割当によって取得いたします。

　その後本信託は、株式交付規定に従い、信託期間中の従業員の職務等級及び会社業績等に応じた当社株式を在職

時に従業員に交付いたします。本信託により取得する当社株式の取得資金は全額当社が拠出するため、従業員の負

担はありません。

当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上

の取扱い」（実務対応報告第30号　2015年３月26日）を適用しております。

　

(２)信託に残存する自社の株式

本信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額(付随費用の金額を除く。)により、純資産の部に自己株式

として計上しており、前連結会計年度末における帳簿価額は276百万円、株式数は585,100株、当第１四半期連結会

計期間末における帳簿価額は273百万円、株式数は579,010株であります。

　

 (役員報酬BIP信託に係る取引について)

当社は、取締役(社外取締役を除く。)並びに、当社と委任契約を締結している執行役員及び同等の地位を有する

者（以下、「取締役等」という。)を対象に、当社の中長期的な業績向上と企業価値増大への貢献意欲を高めること

を目的として、「役員報酬BIP信託」(以下、「本信託」という。)を導入しております。

　

(１)取引の概要

当社が、取締役等のうち一定の受益者要件を充足する者を受益者として、当社株式の取得資金を拠出することに

より信託を設定いたします。本信託は、予め定める株式交付規定に基づき、取締役等に交付すると見込まれる数の

当社株式を、当社からの第三者割当により取得いたします。

その後本信託は、株式交付規定に従い、一定の受益者要件を満たす取締役等に対して、毎事業年度における業績

指標等に応じて決定される株数の当社株式を退任時に交付いたします。

当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上

の取扱い」（実務対応報告第30号　2015年３月26日）に準じております。

　

(２)信託に残存する自社の株式

本信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額(付随費用の金額を除く。)により、純資産の部に自己株式

として計上しており、前連結会計年度末における帳簿価額は118百万円、株式数は229,750株、当第１四半期連結会

計期間末における帳簿価額は118百万円、株式数は229,750株であります。
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(四半期連結貸借対照表関係)

※　四半期連結会計期間末日満期手形等

四半期連結会計期間末日満期手形等の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第１四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

等が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。
 

 
前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2019年６月30日)

受取手形及び売掛金 281百万円 195百万円

支払手形及び買掛金 392百万円 497百万円
 

 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、当第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。
 

 
当第１四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年６月30日)

減価償却費 119百万円
 

 

(株主資本等関係)

当第１四半期連結累計期間(自 2019年４月１日 至 2019年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年６月27日
定時株主総会

普通株式 304 11.00 2019年３月31日 2019年６月28日 利益剰余金
 

（注） 2019年６月27日定時株主総会決議による配当金の総額には、株式付与ESOP信託口が保有する自社の株式に対す

る配当金６百万円及び役員報酬BIP信託口が保有する自社の株式に対する配当金２百万円が含まれておりま

す。

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　当第１四半期連結累計期間(自 2019年４月１日 至 2019年６月30日)

 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

       (単位：百万円)

 

 

報告セグメント
その他
(注)

合計

 電力事業
化学・環境
事業

電子精機
事業

生活関連
事業

計

 売上高        

   外部顧客への売上高 16,713 5,734 3,375 1,723 27,546 34 27,580

 
セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － － － －

 計 16,713 5,734 3,375 1,723 27,546 34 27,580

 セグメント利益 388 166 69 60 685 11 697
 

(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業であります。

 

２．報告セグメントの利益の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異

調整に関する事項)

(単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 685

「その他」の区分の利益 11

四半期連結損益計算書の営業利益 697
 

 

３．報告セグメントの変更等に関する事項

従来、「化学・環境事業」に含めておりました、販売先がプラントメーカー等となる発電設備補機関係のう

ち、エンドユーザーが電力事業者となるものにつきまして、当第１四半期連結会計期間より、「電力事業」に組

み替えを行っております。

これは、今後、電力自由化がさらに進むことが予想される現状を踏まえ、業務管理の効率性、強化を目的と

し、社内の管理組織を見直したことに伴う変更であります。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。
 

項目
当第１四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年６月30日)

　１株当たり四半期純利益金額 21円73銭

　　(算定上の基礎)  

　　親会社株主に帰属する四半期純利益金額(百万円) 584

　　普通株主に帰属しない金額(百万円) －

　　普通株式に係る親会社株主に帰属する
　　四半期純利益金額(百万円)

584

　　普通株式の期中平均株式数(株) 26,908,448
 

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

２．株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する自社の株式は、１株当たり四半期純利益

金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

(当第１四半期連結累計期間)

 ・株式付与ESOP信託が保有する自己株式

　 期中平均の自己株式数　581,278株

 ・役員報酬BIP信託が保有する自己株式

　 期中平均の自己株式数　229,750株
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２ 【その他】

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

東京産業株式会社(E02527)

訂正四半期報告書

17/19



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2020年９月28日

東京産業株式会社

取締役会  御中

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 永　　井　　　　　勝 ㊞
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 芦   川   　　　弘 ㊞

 

 
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東京産業株式会

社の2019年４月１日から2020年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2019年４月１日から2019年６

月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2019年４月１日から2019年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビュー

を行った。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東京産業株式会社及び連結子会社の2019年６月30日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

 
その他の事項

四半期報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は、訂正後の四半期財務諸表に代わり新たに四

半期連結財務諸表を作成している。なお、当監査法人は、訂正前の四半期財務諸表に対して2019年８月９日に四半期レ

ビュー報告書を提出した。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

 ２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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